
第 25回全国大会 「理論フォーラム」企画趣意書 

 

【タイトル】 

「（論争）内部化 VS外部化：企業の国際提携を説明する有効な理論とは？」 

 

【第 1部】立論 20分 

伊田昌弘（阪南大学）「外部化からのチャレンジ」10分 

長谷川信次（早稲田大学）「内部化理論の拡張」10分 

 

【第 2部】コメントと討論（質疑応答）30分 

大木清弘（東京大学）のコメントと質問 10分 

藤澤武史（関西学院大学）のコメントと質問 10分 

質疑応答 10分 

 

【第 3部】一般討論（質疑応答）35分 

    

司会 上野正樹（南山大学） 

 

【趣意】 

 企業間提携（アライアンス）は、必ずしも新しい現象ではなく、すでに 1920年代にはそ

の原型がみられる（Telesio 1979）。しかしながら、80年代後半以降、企業の国際化が規模

においても業種においても圧倒的な大きさと広がりをもつようになると、これを巡って多

くの研究がなされるようになってきた。 

 かつて長谷川（1998）は、上記を包括した上で、提携を「あらたな取引原理」として把

握し、それを明示的に導入することで、伝統的な内部化理論からの拡張、普遍化を試みた。

また、ほぼ同じ頃、藤澤（2000）は、 何故企業が海外進出するのかという、いわゆる決定

因研究から始まり、どのように海外進出するのか、「参入モード」の研究において、90年代

に内部化理論への批判が大きくなっても、それに代わる理論が登場しなかったという理由

から、独自の内部化理論再構築を試みている。これが本フォーラムの出発点である。 

 21世紀に入り、企業の効率化を求めるために「ダウンサイズイング」や「アウトソーシ

ング」といった、当該企業にとってのいわば「外部資源」を積極的に利用する現象が頻繁

に発生してきた。加えて、ICTの発展によって、ボーングローバル企業や急速に巨大化す

る多国籍企業が注目を受け、その多くが国際提携を行っている。さらに「オープンソース」

といった経営手法の研究も進んでいる。 



 2000年以降、「外部資源」活用派の潮流としては、グローバルバリューチェーン（国際分

業のタイプ分類: Gereffi, Humphrey, & Sturgeon 2005）、プラットフォームリーダーシッ

プ論（Gawer &Cusumano 2002））、ビジネスエコシステム論（Iansiti & Levien, 2004; 

Adner & Kapoor, 2010; 立本,2011)）、水平分業論（Aizenman & Marion 2004）、長期継続

的取引関係（関係特殊技能、自動車サプライヤマネジメント）、NIHシンドローム（Carter 

2006）などが挙げられる。これらは、今日、どう理論的に把握すべきなのであろうか。 

 ところで、内部化に関わる理論的源流は、Coase（1937）やWilliamson（1975）の「取

引費用学説」にまで遡る。以後の論者は、「市場の不確実性」や「市場の失敗」から「市場

の不信」が大きな特徴となって、「取引コスト」を削減するために「企業組織の拡大」と「内

部化された市場」によって多国籍企業の存在理由と行動原理を説明してきた。しかしなが

ら、安室（2009）が主張するように組織の肥大化は、「組織の失敗」ともいうべき「（内部

化・隠ぺい化されるが故に）企業犯罪」を時々発生させる。この場合の「不効率」は取り

返しのつかない程、大きくなる。かつて、市場原理に基づき最適な国際分業を主張した小

島（1982）が、内部化による国際ビジネスアプローチを取るレディング学派に対して「独

占の擁護理論」として喝破したことを想起させる。 

 そこで、こうした「外部化からのチャレンジ」ともいえる多くの現象と、市場を巡る「不

信」VS「信頼」といった大きく分かれる２つの見解から、国際ビジネスの理論（特に提携

に関する理論）はいったいどうあるべきなのであろうか。市場は信頼できるのか否か、「内

部化理論」の放棄か拡張か、本フォーラムでは、現代（2018年）の時点に立ち、この問題

を扱い、真に有効な理論とは何かを巡って議論する。また、フロアからの議論時間を多く

取って、有意義なものにする予定である。多くの参加者を期待したい。 
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